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社⻑の森⽥です。

本日はお忙しい中､決算説明会にご出席いただき、ありがとうございます｡

本日15︓00 に発表した､決算の内容についてご説明致します｡



本日の説明会のAgendaです。
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2022年3月期業績は、
連結売上高2,703億円、対前年同期+183億円で7％の増収となりました。

売上総利益は
売上高総利益率が22.3%と、対前年同期+ 1.7％改善し、
増収効果とあわせ、対前年同期+84億円増益の603億円となりました。

販管費は、＋31億円増の305億円となりました。

結果、営業利益は対前年同期＋53億円の298億円で+21％の増益となりました。
経常利益は対前年同期＋57億円増益の308億円で+23％の増益となりました。

また、本年２月の公表値に対しては、
売上高+３億円、営業利益は+11億円、経常利益は+13億円、当期利益は+7億円
上ぶれました。
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2022年3月期の四半期別推移です。
第4四半期の売上高は747億円、対前年同期+27億円です。

売上総利益は、
売上高総利益率が21.8％と対前年同期+2.0％改善しました。

販管費は+12億円増の81億円、
この結果
営業利益は+8億円増益の82億円となりました。
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続いて、年度の売上高を、サービス・顧客業種別にご説明いたします。
業務ソリューションは、1,456億円で、+134億円の増収です。内訳は、
・産業・流通・サービスは、運輸や、プラットフォーマー向けが好調で
+68億円の増収となりました。

・⾦融は、規制対応案件が堅調に推移したことに加え、プロダクト販売もあったことから、
+28億円の増収となりました。

・公共公益他は官公庁向け基盤構築案件や、テレコムの増で
+38億円の増収となりました。

サービスソリューションは、899億円で、+48億円の増収です。内訳は、
・ITインフラはセキュリティ及びプロダクトの増で＋25億円、

・鉄鋼は、日本製鉄向けの増で+23億円の増収となりました。

受注高は、2,716億円で対前年同期+118億円の増となりました。内訳は、
業務ソリューションが-59億円で、
うち産業・流通・サービス+104億円、⾦融で-9億円、
公共公益他-154億円の減となりました。
公共公益他は、前年は複数の大型案件がありましたので
その反動です。

サービスソリューションが+149億円でした。
うちITインフラが＋120億円、鉄鋼は+30億円でした。

子会社が＋27億円です。
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連結営業利益の対前年同期の分析です。

営業利益は、前年同期245億円から+53億円増益の298億円となりました。

売上総利益は、増収による売上総利益額の増が、＋42億円、
売上高総利益率の改善が1.7%あり、+45億円、
収益認識基準の影響に伴い、-3億円

となり、この結果、売上総利益は、+84億円となりました。

なお、売上高総利益率の改善は、付加価値重視のオペレーションや、
稼働向上に加え、定年延⻑に伴う費⽤減の影響と考えております。

一方、販管費は、営業⼒強化、採⽤・教育、社内基盤整備他により、
+31億円の増となりました。

この結果、
営業利益は、+53億円増益の298億円となりました。
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収益認識基準の適⽤による影響について、ご説明いたします。

まず、D欄をご覧ください。

2022年3月期第4四半期は、
受注高への影響は、ありません。
売上高への影響は、－31億円の減少です。

次に、E欄をご覧ください。

D欄でご説明した適⽤影響を除きますと、
今年度の期⾸受注残は、対前年同期－7億円となります。
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2023年3月期からのIFRS導入に伴い、
2022年3月期実績へのIFRS影響をご説明します。

売上高への影響はございません。

営業利益は、のれん償却がなくなるなどの恒常的要因により増加した一方、
特別損失などの一時的要因により減少しました。

結果として日本基準とIFRS基準での営業利益は同⽔準となります。
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連結売上高を、産業業種別の⽐率で⾒ると、このようになります。

製造業向けは33％、うち日本製鉄向けは20％です。

流通・サービスは小売り、プラットフォーマが活況で27％です。

⾦融は15％、
公共公益は13％、
官公庁・大学は7％となりました。
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次に、2023年3月期通期の、業績⾒通しをご説明いたします。
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経営環境、及びサービス顧客業種別の市場認識です。
足元のIT投資は、着実に回復しております。
特に、新型コロナウイルス感染症がもたらした、社会・経済へのインパクトにより、
デジタル化のスピードは、一層加速していくものと想定しております。
顧客もDXの取り組みを加速しており、2022年度も、堅調な受注を⾒込んでおります。

その一方で、経営環境は、新型コロナウイルス感染症影響の⻑期化や、
ウクライナ危機などの地政学リスクに端を発するエネルギー価格の高騰、原材料価格の上昇、
内外⾦利差に伴う円安影響など、景気下振れリスクへの注視が必要、との認識です。

サービス・顧客業種別には、
産業・流通・サービスは、プラットフォーマー、製造業のDX投資が活発です。

⾦融は、制度改正対応はピークアウトしたものの、異業種向けによる⾦融サービス参入のニーズが増加していま
す。

公共公益他は、コロナ禍をきっかけに⾏政サービスや社会のデジタル化の遅れによるニーズが顕在化してきており
ます。

ITインフラは、ITアウトソーシングや電子帳簿法対応など、電子契約などのデジタルワークプレースソリューション
に対する引き合いが堅調です。

鉄鋼は、日本製鉄のDX投資が引き続き堅調です。



今年度から、当社はIFRSでの開⽰に移⾏いたします。
ここからは、IFRSベースでご説明いたします。

2023年３月期の業績⾒通しです（B欄）。
売上収益は、2,950億円、
営業利益は、310億円、
当期利益は、211億円です。

売上収益は、前年度に対し＋247億円の増収です。
売上総利益は、＋46億円の増益、
売上総利益率は、22.0％です。

販管費は、DX加速投資、社内システム整備などで40億円の増です。
その他損益の改善は+5億円

営業利益は＋11億円の増益となっておりますが、
昨年の一過性の費⽤減5億円を考慮しますと、実質+16億円の増益です。

当期利益は、＋6億円の増益です。
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2023年3月期⾒通しを､上下別にご説明いたします｡

売上収益は、
上期1,440億円で、+132億円の増収です。
下期は、１,510億円で、＋115億円の増収です。

売上総利益率は、上期21.5％、 下期22.5％です。
販管費は、上期165億円、下期175億円、
営業利益は、上期145億円、下期165億円です。

期⾸受注残は、1,238億円で、対前年同期⽐-108億円です。

期⾸受注残の対前年同期⽐-108億円のうち、収益認識基準の影響が－101億円あり、
その影響を除きますと、対前年同期⽐の期⾸受注残は、-7億円となります。

ただし、足元では、官公庁向けに、100億円を超える規模の案件を落札しましたので、
実質的には、大きく受注を積み上げてのスタートです。



売上高を、サービス・顧客業種別にご説明します。

業務ソリューションは、1,610億円で、+154億円です。

内訳は、
産業・流通･サービスは、プラットフォーマーなどのIT投資が活発で、＋63億円です。
⾦融は、規制対応の反動減があり、-15億円、
公共公益他は、足元で落札した官公庁案件により＋106億円です。

サービスソリューションは､＋66億円です。

ITインフラはデジタルワークプレースソリューション、プロダクト等により+43億円。
鉄鋼は､日本製鉄のDX対応や日本製鉄グループ会社向けの増により+23億円。
日本製鉄向けは560億円で+7億円です。

子会社等は+27億円です。
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連結営業利益の対前年度分析を、ご説明いたします。

営業利益は、前年度299億円から+11億円増益の310億円です｡

売上総利益は、
増収による売上総利益額の増が+55億円、
売上総利益率は-0.3％低下し-9億円、
この結果、売上総利益は＋46億円です。

販管費は、
DX加速投資、事業基盤強化投資などで+40億円の増です。
内訳は、
営業⼒強化で+14億円、研究開発費で+6億円、
採⽤・教育で+6億円、社内基盤整備他で+14億円です。
社内基盤整備他には、生産技術・リスクトコントロールの強化5億円が含まれます。

これに、その他損益の改善+5億円があり、

これらの結果､営業利益は対前年度+11億円の増益で310億円です。
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日本製鉄対応をご説明いたします。

日本製鉄では、昨年3月に発表した中⻑期経営計画の柱の一つとして
デジタルトランスフォーメーション戦略の推進を掲げました。

当社は、このDX推進の中核パートナーとして、その対応を着実に進めており、
データとデジタル技術を駆使した業務プロセス改革・生産プロセス改革の
推進の一翼を担っております。

2023年3月期の売上高は、
昨年の553億円から＋7億円増の、560億円を⾒込んでおります。



主要財務指標です。

営業利益率は、堅調に推移してきております。
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配当方針をご説明いたします。

2022年3月期の年間配当額については、
2021年3月期の52.5円から
2月に公表した配当予想で年間64円としておりました。
今回、年間配当額については、64円から66円に引き上げる予定です。

2023年3月期の年間配当予定額は、
対前年度年間4円増配の、70円を予定しております。



次に、中期事業方針の進捗についてご説明させて頂きます。
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中期事業方針の進捗についてご説明いたします。

当社は昨年、中期事業方針を発表しました。

2021年度の連結売上高成⻑率は+7％と、年率5-6％とした中期事業方針を上回りまし
た。

注⼒領域売上高成⻑率は+18％と、年率+10％以上とした中期事業方針を
過達いたしました。

事業基盤強化投資は150億円を実⾏しました。

DX加速投資は28億円を実⾏しました。

順調なスタートを切ることができました。
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事業基盤強化投資、DX加速投資についてご説明いたします。

事業基盤強化投資では、IT環境整備、プライベートクラウド等への投資を⾏っております。

DX加速投資では、
DX⼈材の集中的な育成、新規領域・新規事業へのチャレンジ促進を図っており、
今年度は次の様な新規ソリューションを開発しております。
電⼒取引・リスク管理サービス「エネファロス」
食品業界の需給計画業務DX支援クラウドサービス 「PPPlan」

購買業務に特化した電子契約サービス「HATCHUB」などです。

M&A等の投融資では、
本年4月、高度な数理AI技術を持つArithmer社へ出資をいたしました。
当社では、DXニーズへの対応⼒を強化するとともに、
AIソリューション・サービスの開発促進をはかってまいります。

また本日開⽰しましたが、
DX加速投資や、M&A 等の投融資など の 成⻑投資資⾦を確保するために、政策保有株
式の売却予定額 200億円を設定いたしました。
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注⼒領域の進捗です。

2021年度の注⼒領域の売上高は1,145億円で、
2020年度の970億円から年率18％と、大幅に伸ばす事ができました。

注⼒領域のいずれも、大きく伸ばす事ができました。

足元2022年度の注⼒領域の売上高は1,265億円と、
年率10％成⻑の⾒通しです。
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注⼒領域の、今後の取り組み内容です。

デジタル製造業では、
コンセプトブランド「PLANETARY」を軸に、ALL NSSOLで知⾒を集約し、
顧客ニーズへの対応⼒を強化してまいります。

プラットフォーマー支援では、社内リソースシフトや外部成⻑施策を推進し、対応⼒を
拡充してまいります。

デジタルワークプレースソリューションでは、自社開発・外部連携を駆使してソリューション
群を拡充・強化してまいります。

ITアウトソーシングでは、基盤・運⽤のあるべき姿を描くデザイン⼒、運⽤における
ITガバナンスの強化などに取り組んでまいります。

ご説明は以上となります。
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